
活動支援団体のイメージ

●目的
支援対象団体（民間公益活動を行おうとする団体や個人を含む）が目指すべき姿
や実現したい事項に対し、非資金的支援を提供

●非資金的支援の内容
支援対象団体の抱える組織・活動上の課題に応じて
関係規程の整備、事業形成・実施能力向上に関する助言など、組織基盤の整備
や事業立上げに必要な支援

成果評価への指導、ﾌｧﾝﾄﾞﾚｲｼﾞﾝｸﾞへの助言、人材のﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞなど、事業の継
続・拡大につながる専門性向上に必要な支援

上記の支援について事業立上げから終了まで伴走型で支援
などを実施

活動内容 ※基本方針

・支援対象団体は、自らの組織・活動上の課題解決に向けた目標を設定した上で、
当該目標の達成度や受けた支援策の効果などを活動支援団体に定期的に報告・公表

・活動支援団体は、上記報告の点検・検証を行うとともに、自らが実施した支援手
法の有効性なども自己評価し、その結果を公表

評価 ※基本方針

●選定：公募形式

●事業期間：１～３年間

●ＪＡＮＰＩＡからの助成規模：１活動支援団体当たり数千万円程度
※PO等の人件費、旅費、研修費用等の直接事業費に加え、

管理的経費（総事業費の15％上限）

● 自己資金：２割は必須とせず、公募審査の総合評価の一要素に
とどめる
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